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社会保険労務士法人ことのは

神奈川県横浜市中区海岸通4丁目23マリンビル3階309
TEL：045-264-8970／FAX：045-264-8971
ホームページ：http://www.sr-kotonoha.or.jp/

ことのは ニュース

　「年金の日」をご存じですか。国民一人ひとり、「ねんきんネット」等を活用しながら、
高齢期の生活設計に思いを巡らす日として、厚生労働省が2014年度から11月30日（いいみら
い）を年金の日としたそうです。

　掲載内容に関してご不明点等があれば、お気軽に当事務所までお問い合わせください。



育児短時間勤務は、3歳未満の子どもを育

てる従業員が対象となる制度ですが、そもそ

も1日の所定労働時間が6時間以下の従業員は

制度の対象外となっており、労使協定を締結

することで、入社1年未満の従業員や、業務

の性質や実施体制により制度の対象とするこ

とが難しい従業員は、制度の対象から除外す

ることができます。なお、制度の対象から除

外した業務の性質や実施体制により制度の対

象とすることが難しい従業員については、育

児短時間勤務の代わりとなる制度の導入が義

務付けられます。

厚生労働省の「平成30年度雇用均等基本調

査」から、育児短時間勤務制度の最長可能期

間を企業ごとに見ると、3歳未満が25.6％、

小学校就学の始期に達するまでが19.1％で上

位2つになっています。子どもの保育所の送

迎などに時間を要することもあり、法令を超

えた子どもの年令まで制度の対象とする企業

も一定数あることがわかります。

育児短時間勤務では、1日の所定労働時間

を6時間とすることが求められますが、通常

の1日の所定労働時間が7時間45分である企業

もあることから、1日の所定労働時間が5時間

45分から6時間までであれば、6時間に短縮し

ていることと認められます。

なお、従業員から1日の所定労働時間を5時

間や7時間にしたいという要望が聞かれます

が、法令では6時間に短縮することを求めて

おり、それ以外の選択をできるようにするこ

とまでを求めてはいません。1日の所定労働

時間を6時間とできるようにしつつ、所定労

働時間数を選択できるようにしたり、隔日勤

務のように所定労働日数を短縮する制度を選

択できるようにすることも可能です。企業の

状況によって導入を検討してもよいでしょう。

保育所に子どもを預けながら働く場合、保

育所の開所時間によって従業員が働くことの

できる時間が左右されることもあります。そ

のため、1日の所定労働時間を6時間に短縮し

つつ、短縮後の始業・終業時刻を選択するこ

とを希望する従業員がいます。法令では始

業・終業時刻を選択できるようにすることま

でを求めていないため、始業・終業時刻につ

いては企業の状況に応じて決めることができ

ます。

労務管理情報

育児短時間勤務を
運用する際のポイント
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3.始業・終業時刻の選択

2.労働時間数の選択

育児・介護休業法では、3歳未満の子どもを育てる従業員が希望したとき

は、1日の所定労働時間を原則として6時間に短縮することを企業に義務付け

ています（育児短時間勤務）。育児休業から復帰した後にこの制度の利用を

希望する従業員は多く、また、制度を使いやすいものにして欲しいという要

望も多く寄せられることから、以下では制度のポイントを確認しておきます。

育児短時間勤務の制度内容を柔軟にすることで、育児をする従業員にとっては働きやすい

環境になりますが、その反面、周囲の従業員に過度の負荷が掛かることもあります。従業員

の要望により法令を上回る制度とするときには、従業員全体のバランスも考慮にいれておき

たいものです。

1.対象となる労働者
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このコーナーでは、人事労務管理で頻繁に問題になるポイントを、社労士とその顧問先の
総務部長との会話形式で、分かりやすくお伝えします。

来月、労働基準監督署の調査が行われることになりました。事前の準備物に「時間
外・休日労働に関する協定届」（以下、「36協定」という）とありますが、どのよ
うなことを確認されるのでしょうか？

総務部長まずは以下の3点について確認が行われるでしょう。
①各事業場で36協定の届出が行われているか。
②36協定に記載された延長することができる時間数を遵守できているか。
③過半数代表者が適正に選出されているか。

社労士
①について当社は本社のみですが、今後、支店や営業所を出す場合、そこでも36協
定の届出が必要ということですね。

なるほど、1ヶ月の時間外労働は収まっているということですね。となると1年を確
認する必要がありますね。例えば、1年の起算日から1ヶ月40時間の時間外労働が連
続6ヶ月あった場合、累計は240時間になります。1年360時間を遵守するためには、
残りの6ヶ月は1ヶ月当たり平均20時間以内の時間外労働に収める必要があります。

そのとおりです。36協定は会社単位ではなく、事業場（本社、支店、営業所など）
ごとに締結することが必要です。次に②については、例えば36協定の延長すること
ができる時間数として1ヶ月45時間、1年360時間と協定していた場合、実際の時間外
労働時間数がこれらの基準に収まっているかの確認がされます。

当社は、多くても残業は1ヶ月40時間程度なので、大丈夫かと思います。

【ワンポイントアドバイス】

1. 36協定は事業場ごとに締結し、届け出る必要がある。

2. 36協定で締結した内容を遵守しなければ36協定違反となるため、法令を遵守しつつ、実

態に合った内容とする必要がある。

3. 36協定は、見やすい場所への掲示などを行い、従業員に周知する必要がある。

1年での残業時間は気にしていませんでした。一度確認し、状況に応じ、次回の36協
定を締結する際の時間数を検討します。

会話で学ぶ人事労務管理の勘どころ

労働基準監督署の調査で
よく聞かれる36協定（一般条項）
に関する事項

確認するポイントが細かくあるのですね。他の準備物とあわせて事前に確認して調
査に対応します。

そうですね。最後に③については、36協定を結ぶときの代表者について、従業員の
過半数を代表しているか、選出にあたってはすべての従業員が参加した民主的な手
続きがとられているか、管理監督者に該当していないかということが確認されます。
この他、36協定を従業員に周知する義務があり、見やすい場所に掲示するなどの対
応が必要になっていますので、これらについても確認されるかもしれません。
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公的年金は少なくとも5年ごとに財政見通しと、マクロ経済スライドの開

始・終了年度の見通しの作成を行い、年金財政の健全性を検証することに

なっています。2019年8月にはこの財政検証が実施され、財政を支えるため

に今後の社会保険の適用の拡大について検討する必要性を示しました。そ

こで、以下ではパートタイマーやアルバイト（以下、「パート等」という）

の社会保険の加入要件について確認しておきます。

社会保険の適用拡大が行われることで、年金財政の支え手となる人が増えることは年金制

度の安定につながりますが、従業員や企業にとっては社会保険料の負担が大きくなり、被保

険者となる要件に該当しない範囲に労働時間を短縮する働き方を選択するパート等の発生に

もつながります。今後の議論の動向を注視していく必要がありそうです。

社会保険情報

パートタイマーの
社会保険の加入要件と
今後の適用拡大の方向性

現在、正社員のほか、パート等であっても

1週間の所定労働時間（勤務時間）および1ヶ

月の所定労働日数（勤務日数）が正社員の4

分の3以上のときは社会保険に加入します。

これに加え、厚生年金保険被保険者数の合

計が常時501人以上の企業（特定適用事業

所）では、勤務時間や勤務日数が、正社員4

分の3未満であっても、以下の①～④のすべ

てに該当するときには被保険者となります。

ここで②については、雇用期間が1年未満

であっても、雇用契約書に契約が更新する旨

または更新する可能性がある旨が明示されて

いる場合も、含まれることになっています。

また、③については、賞与等、1ヶ月を超

える期間ごとに支給されるものの他、通勤手

当や家族手当といった最低賃金法で算入しな

いことになっている賃金は、含めずに考えま

す。

2017年4月からは厚生年金保険被保険者数

が少なく、特定適用事業所には該当しないと

きであっても、地方公共団体に属する事業所

や、会社と従業員が合意し日本年金機構に申

し出たときには、任意で特定適用事業所とし

て認められる制度が設けられました。

厚生労働省では「働き方の多様化を踏まえ

た社会保険の対応に関する懇談会」が開催さ

れており、その中で社会保険の更なる適用拡

大が議論されています。2019年9月20日には

この懇談会における議論がとりまとめられま

したが様々な意見が出ているため、調整には

時間がかかり、また、拡大するときの要件に

ついても、いくつかの案で検証が行われるこ

とになるでしょう。

1.特定適用事業所と被保険者
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3.今後の適用拡大の流れ

2.任意特定適用事業所

①週の所定労働時間が20時間以上である

②雇用期間が1年以上見込まれる

③賃金の月額が88,000円以上である

④学生ではない
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人材確保が難しいことから、これまで高校生等の満18歳未満の年少者（以下、

「高校生」という）を雇用していなかった企業でも、長期休暇や土曜日・日曜日

等に高校生を雇用することを検討しているケースが増えています。高校生を雇用

するときには、労務管理上の留意点があるため、その内容を確認しておきます。

労務管理情報

高校生を雇用する際の留意点

労働基準法は高校生にも当然に適用されま

す。雇用契約は高校生本人と行い、給与も高

校生本人に支払います。ただし、年齢区分に

応じて取扱いが異なるものがあり、高校生を

雇用するにあたっては、特に以下の3項目に

ついて注意が必要です。

①年齢証明書等の備付け

事業場に、高校生の年齢を証明する公的な

書面（戸籍証明書や住民票記載事項証明書

等）を備え付ける必要があります。

②労働時間・休日の制限

労働基準法の原則である1週40時間、1日8

時間を超えて労働させることはできず、いわ

ゆる変形労働時間制により働かせることもで

きません。例外として、以下の2つがありま

す。

ア）1週40時間を超えない範囲で、1週間の

うち1日の労働時間を4時間以内に短縮

する場合において、他の日の労働時間

を10時間まで延長する場合

イ）1週48時間、1日8時間を超えない範囲

内において、1ヶ月または1年単位の変

形労働制を適用する場合

③深夜業の制限

原則として、午後10時から翌日午前5時ま

での深夜時間帯に働かせることはできません。

ただし、以下の場合は例外となっています。

ア）交替制の満16歳以上の男性

イ）農林業、水産・養蚕・畜産業、保健衛

生業または電話交換の業務に従事する

高校生

ウ）災害その他避けることのできない事由

によって、臨時の必要がある場合

雇用契約は高校生本人と行うことになりま

すが、雇用契約をする際には、親権者に働く

ことを伝えてあるかを確認し、学生の本分で

ある勉強がおろそかにならないような配慮が

必要です。

また、高校生であっても労災保険の対象と

なります。そのため、業務中にケガをしたり

通勤途中で事故にあった場合は、労災保険が

適用されます。会社としては、このような場

合には自身の健康保険証が使えないことを事

前に伝えておくといった細かな配慮もしたい

ものです。

4月に新入社員として入社する前の冬休みや春休みに、高校生にアルバイトとして勤務し

てもらうこともあるでしょう。高校生の雇用については、新入社員として雇用する予定で

あっても、満18歳に満たない場合は、保護規定が適用されるので、勤務する前に、年齢の確

認をしておきましょう。

1.労働基準法における主な保護規定
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2.その他の留意点

①年齢証明書等の備付け

②労働時間・休日の制限

③深夜業の制限
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2019年11月号経営情報

採用難の状態が続いていますが、人材の移動はどのようになっているので

しょうか。ここでは今年8月に厚生労働省が発表した資料※から、業種別に

2018年（平成30年）の入・離職率をみていきます。

業種別の入・離職状況

※厚生労働省「平成30年雇用動向調査」
日本標準産業分類に基づく16大産業に属し、5人以上の常用労働者を雇用する事業所のうちから、産業、事業所規模別に

層化して無作為に抽出した約15,000事業所と、その事業所に入職した常用労働者と離職した常用労働者のうちから無作為に
抽出した者を対象にした調査です。詳細は次のURLのページから確認いただけます。https://www.e-stat.go.jp/stat-searc
h/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450073&tstat=000001012468&cycle=7&year=20180 &month=0&tclass1=00000101
2469&tclass2=000001063686&tclass3=000001063687&result_back=1&cycle_facet=tclass1%3Acycle

上記調査結果から、業種別の入職率と離職

率をまとめると下グラフのとおりです。業種

計の入職率は15.4％、離職率は14.6％でした。

業種別にみると、入職率では、宿泊業，飲

食サービス業と生活関連サービス業，娯楽業

などのサービス業関連が20％以上と高くなり

ました。一方で、製造業と電気・ガス・熱供

給・水道業は10％未満と低くなりました。離

職率は、入職率と同様にサービス業関連で高

くなっています。低いのは建設業と製造業で、

9％台となりました。

入職超過率（入職率から離職率を引いたも

の）は、業種計が0.8ポイント（15.4－14.

6）で入職超過です。業種別では不動産業，

物品賃貸業と生活関連サービス業，娯楽業が

4.2ポイントで最も高くなりました。一方、

製造業など4業種が離職超過の状態です。

採用が難しい状況では、既存従業員の定着

率を高めることが重要です。賃上げはもちろ

ん、賃金以外の部分でも満足度を高めるよう

な取組が必要でしょう。

入職超過率は4業種が離職超過にサービス業関連で高い入・離職率
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厚生労働省「平成30年雇⽤動向調査」結果より作成
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今年5月に総務省が発表した調査結果※など

から、クラウドサービスを利用している企業

の割合をみると、2014年（平成26年）時点で

は38.1％でした。その後、2017年に初めて5

0％を超え、2018年には58.3％と60％に迫る

勢いとなりました。

次にクラウドサービス利用企業のうち、間

接業務（ここでは給与、財務会計、人事）で

クラウドサービスを利用している企業の割合

をまとめると、下グラフのとおりです。2015

年に20％、2018年には30％を超えました。

次に2018年の結果から、間接業務にクラウ

ドサービスを利用する理由別に利用割合をま

とめると、下表のとおりです。

システムベンダーに提案されたから、災害

時のバックアップとして利用する割合が高く、

40％を超えました。

2018年の調査によると、クラウドサービス

利用企業は利用していない企業に比べて労働

生産性が高くなっています。様々な分野のク

ラウドサービスがありますので、まだ利用し

ていない企業も、検討してみてはいかがで

しょうか。

生産性向上のために、ITを導入する企業も少なくありません。ここでは近年
利用が進んでいるクラウドサービスと、その中でも、いわゆる間接業務での
クラウドサービスの利用状況をみていきます。

間接業務でのクラウドサービス
利用状況

IT情報 2019年11月号

※総務省「平成30年通信利用動向調査」
全国の常用雇用者数100人以上の企業や全国の一定の世帯を対象にした、毎年実施される調査です。クラウドサービスと

は、従来は利用者が手元のコンピュータで利用していたデータやソフトウェアを、ネットワーク経由で、サービスとして利
用者に提供するものです。データの詳細は次のURLのページから確認いただけます。
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05b2.html

間接業務での利用状況

利用する理由は利用割合は60％に迫る
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総務省「通信利⽤動向調査」より作成

システムベンダーに提案されたから 41.7
災害時のバックアップとして利⽤ 41.3
安定運⽤、可⽤性が高くなるから（アベイラビリティ） 39.6
資産、保守体制を社内に持つ必要がないから 39.3
サービスの信頼性が高いから 38.0
システムの拡張性が高いから（スケーラビリティ） 37.2
システムの容量の変更などが迅速に対応できるから 36.9
既存システムよりもコストが安いから 33.6
どこでもサービスを利⽤できるから 27.4
その他 28.5

総務省「平成30年通信利⽤動向調査」より作成

理由別の利⽤割合（複数回答、％）

社会保険労務士法人ことのは



年末の行事や年初の備品発注などの準備に追われます。スケジュールの確認を徹底し、もれ
のないようにしましょう。

１．年末調整の準備

年末調整については、どこまで段取り・準備をすすめておくかで業務効率が大きく異なります。
対象者へ確認する事項、提出してもらう書類も多くあります。申告書の提出忘れや証明書の添付も

れなどがないように、回収期限を早めに設け、確認しましょう。

２．年末賞与の支払準備

今月は、賞与の支給額を決めるための準備があります。業績や勤務成績などの情報を整理し、人事
評価資料の配布などを行う必要があります。

３．所得税の予定納税額の減額申請（第2期分のみ）

11月は、所得税（復興特別所得税を含む）の予定納税第2期分の納付月です。もし、その年の申告
納税見積額が予定納税基準額（注）に満たないと見込まれる場合には、予定納税額の減額にかかる承
認を申請することができます。11月1日～15日までに提出できる減額申請は、予定納税のうち第2期分
のみです。
（注）予定納税基準額は、税務署が計算をして事前に納税者へ通知します。この予定納税基準額は所
得税及び復興特別所得税の合計額で計算します。

４．パート等の年間収入チェック

パートやアルバイト等においては、所得税法上の扶養親族の範囲等で働いていることが多くありま
す。そのため、年末になってこのまま勤務するとその収入の範囲を超えてしまうといって、急に休ん
でしまうことが懸念されます。今のうちから収入をチェックしておき、年末の忙しい時期になって
「人手が足りない」と困ることがないよう、調整しておきましょう。

５．忘年会の準備

年末行事の大きなものに忘年会があります。全社行事として執り行う場合は、総務が中心となって
企画運営していくこととなります 場所の確保や来賓の確認、乾杯の音頭、挨拶等の依頼、余興の準
備、出席者数の確認など、段取りよくすすめましょう。

６．防火対策

秋の火災予防運動の時期です。いざというときに慌てないように、避難訓練や非常時の対応方法に
ついて周知しておきましょう。

消防設備の点検 ・・・ ・・・ ・・・ 消火器、非常口、非常階段、避難経路など
非常時の対応方法見直し ・・・ ・・・ 連絡方法、避難対策など

冬にかけて火を取り扱う機会が増えてきます。火の後始末の方法などを確認しましょう。
また不用意に、燃えやすいもの等を屋外に放置しないようにしましょう。

１．年末調整の準備

２．年末賞与の支払準備

３．所得税の予定納税額の減額申請（第2期分のみ）

４．パート等の年間収入チェック

５．忘年会の準備

６．防火対策

お仕事備忘録
2019年11月

社会保険労務士法人ことのは



今月は、年末調整や賞与支給などの準備に追われます。段

取りよく計画をたててスムーズに業務ができるようにしま

しょう。
2019.11

お仕事
カレンダー

日 曜日 六曜 項 目

1 金 友引

●過重労働解消キャンペーン（～30日まで）
●労働保険適用促進月間（～30日まで）
●テレワーク月間（～30日まで）

2 土 先負

3 日 仏滅 文化の日

4 月 大安 振替休日

5 火 赤口

6 水 先勝

7 木 友引

8 金 先負 立冬

9 土 仏滅
●秋季全国火災予防運動（～15日まで）

10 日 大安

11 月 赤口
●源泉所得税・復興特別所得税・住民税特別徴収分の納付（10月分）

12 火 先勝

13 水 友引

14 木 先負
●継続・有期事業概算保険料延納額の支払（第2期分※口座振替を利用する場合）

15 金 仏滅
●所得税の予定納税額の減額申請（第2期分のみ）提出期限

16 土 大安

17 日 赤口

18 月 先勝

19 火 友引

20 水 先負

21 木 仏滅

22 金 大安 小雪

23 土 赤口 勤労感謝の日

24 日 先勝

25 月 友引

26 火 先負

27 水 大安

28 木 赤口

29 金 先勝

30 土 友引

●健康保険・厚生年金保険料の支払（10月分）（12月2日期限）
●所得税の予定納税額の納付期限（第2期分）（12月2日期限）
●個人の事業税納付（第2期分）※各都道府県の条例で定める日まで
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社会保険労務士法人ことのは 編 集 後 記 November 2019 

社会保険労務士法人「ことのは」の田中です。 

 

いよいよ消費税が 10％になりました。我が家ではその増税を前に、

ちょっとした騒動がありました。 

9 月中旬、長年（22 年）愛用していた掃除機にペットボトルのキャップがはまってしまい、

使えなくなってしまいました。慌ててすぐに持って帰れる小ぶりの掃除機を購入しました。

そのことを家族に話すと「えー、なんであのダ〇ソ〇にしなかったの？消費税もあがるし」

と言われ、「あーっ、消費税ね」失敗しました。なるほどでお店が混んでいました。 

 

数日後、今度は洗濯機に異変が。洗濯途中で止まってしまい、やりなおしてもまた途中で

止まり、洗濯が終わらなくなってしまいました。増税まで一週間を切っていたので、これは

増税前に購入しなくてはと意気込んで出かけました。いつ頃配送してもらえるかが一番気に

なったので、商品を決める前に聞いたところ、いつもは 2・3 日なのが、いまは早くて 1 か

月位といわれました。そんなに先になるならもう少し考えてから購入しようと思い、テンシ

ョン下がり気味で帰宅しました。翌日もう一度洗濯機を動かしたところ、いつも通り何の問

題もなく動き翌日も翌々日も。買い替えはまだ大丈夫だなと一安心しました。 

 

10 月になり気が付きました。洗濯機は今は動いているけど、あれは故障の前触れではな

かったかと、増税前に買い替えでるべきだったのでは？と気づいてしまいました。そして我

が家の家電はなぜか長持ちでテレビ・洗濯機は 8 年くらいですが、掃除機（今回使えなくな

りましたが故障ではないので）冷蔵庫は 22 年故障せず動いています。逆にいつ壊れてもお

かしくない状況、買い替えのきっかけだったのでは？ 

あー残念です。駆け込み購入の波に乗れず、しばらくは大きな買い物があるたびに小さな

後悔をすることになりそうです。 


